
東京国際空港の４本目の滑走路（Ｄ滑走路）建設に係る 

第２回建設発生土受入検討委員会の開催結果報告 
記 者 発 表 資 料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成21年3月30日（月） 

国土交通省関東地方整備局 東京空港整備事務所 
 

 

問い合わせ先 
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住所  東京都大田区羽田空港３－５－７ メンテナンスセンターアネックス ５階 
電話  ０３－５７５６－６５８２ 
ＨＰ  http://www.pa.ktr.mlit.go.jp/haneda/ 

 

同時発表記者クラブ 

竹芝記者クラブ 横浜海事記者クラブ 神奈川建設記者会 

都庁記者クラブ 千葉県政記者クラブ 東京航空記者会 

 

我が国航空ネットワークの拠点空港として極めて重要な位置を占めている東京国際空

港（羽田空港）において、年間の発着能力を３０．３万回(H19.9時点)から４０．７万

回に増強して、発着容量の制約の解消、多様な路線網の形成、多頻度化による利用者利

便の向上等を図る再拡張事業を進めています。その中核となる４本目の滑走路（以下：

Ｄ滑走路）の整備を国の直轄事業として、２４時間３６５日の昼夜連続施工で工事を進

めています。 

 

Ｄ滑走路工事においては、約１００ｈａに及ぶ空港島の埋立の材料として建設リサイ

クルの推進と、事業コストの縮減を図るため首都圏の工事等から発生する建設発生土を

最大限有効活用する計画としています。 

 

このため、建設発生土の受入にあたっては、学識経験者や関係自治体等から構成され

る「建設発生土受入検討委員会」（委員長 田中 洋行 北海道大学准教授）を設置する

とともに、定期的に委員会を開催し、建設発生土の受入方法や品質確認等について意見

を頂きながら進めて参りました。 

 

平成２１年３月１３日（金）には第２回建設発生土受入検討委員会を別紙次第の通り

開催し、建設発生土の受入を開始した平成２０年７月から平成２１年２月末までの受入

状況について報告し、受入方法や品質確認上特段問題ないことが確認されました。 

(http://www.pa.ktr.mlit.go.jp/haneda/haneda/haneda_saikaku/hasseido/02_iinkai.

html) 

 

なお、委員会の審議を踏まえ、平成２１年４月１日より、建設発生土の受入条件とし

ている民間建設工事の土量規模について、１件工事あたり「10万ｍ３以上」を「1万ｍ３

以上」に変更いたします。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

委員会
区分

氏名等 所属

委員長 田中　洋行  北海道大学　大学院　工学研究科　准教授

委　員 小倉　紀雄  東京農工大学　名誉教授

委　員 渡部　要一
 独立行政法人　港湾空港技術研究所　地盤研究領域
 土質研究チームリーダー

関係者  羽田再拡張Ｄ滑走路建設工事共同企業体

関係者  株式会社　建設資源広域利用センター

関係者
 関東地方建設副産物再利用方策等連絡協議会事務局
 （関東地方整備局　企画部　技術調査課）

関係者  東京都　都市整備局　都市づくり政策部　広域調整課

事務局  関東地方整備局　東京空港整備事務所
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